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静岡県西部地域局

１．はじめに

 ☑消防団応援条例の概要を理解している

 ☑事業税の控除に必要な要件を全て満たしている

 ☑上記は満たしているが、申請の仕方が分からない

○この手引きは、申請の流れやポイントを解説するものです
  申請事務の全てを網羅しているわけではありません
  詳細を知りたい方は、以下の条例・規則等でご確認下さい

 ⇒消防団応援条例の概要（パンフレット）

○この手引きは、以下に該当する方を対象にしています

○この手続きは、毎年行う必要があります
  一度認定された場合でも、翌年度も申請する必要があります
  申請漏れにならないよう、ご注意ください
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https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/103
0273.html

    

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/03
0/273/jyoreiryouhou.pdf

⇒静岡県消防保安課HP
    



静岡県西部地域局

２．申請の前に

○申請を行うためには、事業税を申告する年度の基準日までに、以下の３点を
全て満たしている必要があります。

①県内に事業所等を有し、かつ当該事業所の全てが県内市町の
 「消防団協力事業所表示制度」の認定を受けている

②県内事業所等における使用人等のうち、消防団員が１人以上
 （出資額の額が１億円を超える特別法人にあっては３人以上）いる

③消防団活動について配慮した規定（就業規則等）を整備している（詳細は次ページ）

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

静岡県消防保安課「消防団応援条例」パンフレットより
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静岡県西部地域局

〇就業規則の内容には、以下について盛り込まれていることが必要です。

２．申請の前に

・消防団員である従業員に対し給与及び昇進にかかる不利益な取り扱いをし
ないこと。

・勤務時間中の消防団活動への従事に対しては、年次有給休暇取得の強制や
給与の減額を行わないこと。

💡Point

 静岡県消防保安課HP内に就業規則の様式例が公表されています。
https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html

上記ページ内の
「６ 資料・申請書様式」
     ↓
「事務所又は事業所の他の使用人との均衡を失する事の無いよう適切な 
 配慮を加える旨の規定が整備されている事を証する書類（例）」（ワード）

就業規則の制定にあたり、労働基準監督署への届け出の有無は問いません。
  ⇒詳細は、P２６参照
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静岡県西部地域局

３．申請の流れ

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

基準日まで
 ○事業税の控除の認定要件を満たしておく【P３～４】
  ・県内全ての事業所が消防団協力事業所の認定
  ・使用人等に消防団員を確保
  ・消防団活動に配慮した就業規則等の制定

基準日～事業税の控除の申請期限まで
 ○（個人のみ）確定申告
 ○必要書類の準備【P７～P27】
 ○書類を西部地域局に提出（持参/郵送可）【P29】

書類提出後
 ○西部地域局から、事業者あてに認定通知を郵送【P30】

認定後～事業税の申告期限まで（法人のみ）
 ○所管の財務事務所に、軽減措置後の事業税を申告【P31】

💡事業税の申告期限（法人のみ）
 法人⇒基準日の２ヶ月後

💡軽減措置の申請期限
 法人⇒事業税の申告期限の30日前まで
 個人⇒事業税の申告期限（＝確定申告期限）

申請の流れは以下のとおりです
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静岡県西部地域局

認定
（２週間程度）

事業年度

申請スケジュール例

 ★個人

３．申請の流れ

3/31 ５/31

法人税の
申告期限

基準日
（=決算日）

申請書類の作成・提出

５/1

当局への
書類提出期限

 ★法人 （基準日（決算日）が3/31の場合）

５/14

認定通知書の
送付

軽減後の金額で
事業税を申告

認定
（２週間程度）

事業年度

12/31 ３/15

基準日
（=決算日）

申請書類の作成

当局への
書類提出期限

（＝確定申告期限）

認定通知書
の送付

２/16

申請書類の提出

確定申告

💡Point
 ・申請書類の提出期限は、基準日（=決算日）から約１か月間です。
  早めの書類作成をお願いします。

 ・一部の書類は、所管する市町に発行してもらう必要があります。
  発行には日数を要する場合があります。

 ・認定後、控除後の金額で法人事業税を申告してください。

💡Point
 ・申請書類の提出期限は、確定申告期限と同日です。
  当局への書類提出前に、確定申告を完了させてください。

 ・一部の書類は、所管する市町に発行してもらう必要があります。
  発行には日数を要する場合があります。

 ・認定後、特段の手続きは不要です。

確定申告
開始
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静岡県西部地域局

〇個人と法人、消防団員の役職（使用人・常勤役員）で提出書類が異なります。

４．必要書類の準備

法人
提出書類 具体的な書類 詳細

消防団活動協力事業所等に係る
要件認定申請書 別記様式（消防保安課HPに様式あり） P９

資本金又は出資金の額を確認できる書類
※申請者が出資金の額が1億円を超える特別法

人であるときは、特別法人であることを証す
る書類

○以下からいずれか一点
 ・法人の履歴事項全部証明書
 ・定款の写し 

P10

消防団協力事
業所表示制度
に関する書類 

基準日時点で県内すべての事業
所で協力事業所の認定を受けて
いることを証する書類 

 様式例１（消防保安課HPに様式あり） P11,12

県内すべての事業所の名称等
が確認できる書類 

○以下からいずれか一点
 ・法人の履歴事項全部証明書
 ・事業概要書
 ・法人パンフレット等  

P13

消防団員である事業主・使用人が
１人（もしくは３人）以上いるこ
とを証する書類  

共通

 様式例２（消防団員が事業主以外の場合）
 様式例３（消防団員が事業主の場合）
（消防保安課HPに様式あり）

P14,15
P17,18

 様式例２別紙、例３別紙
（消防保安課HPに様式あり）

P16
P19

消防団員が
常勤役員 

法人の履歴事項全部証明書 P20

○以下からいずれか一点
 ・法人取締役会議事録の写し(常勤役員選任が

確認できるもの)
 ・役員報酬の支給が確認できる書類の写し
 ・資格確認書の写し（当該常勤役員分）ほか

P21

消防団員が
使用人 

従業員名簿の写し又は使用人名簿の写し
(消防団員のみ) P22

雇用保険被保険者証の写し(消防団員のみ) P23

事業所の他の使用人との均衡を失することのな
いよう適切な配慮を加える旨の規定が整備され
ていることを証する書類 

 労働協約、就業規則、労働契約その他使用人と
 使用者との間の労働条件等について定められた
 書面等の写し
（消防保安課HPに参考様式あり）

P26

 消防団員である常勤役員・使用人に係る添付
書類提出に関する本人同意書 

 個人情報提出についての同意書 
（消防保安課HPに参考様式あり） P28

い
ず
れ
か
提
出
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静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

個人
提出書類 具体的な書類 詳細

消防団活動協力事業所等に係る
要件認定申請書 別記様式（消防保安課HPに様式あり） P9

基準日時点で県内すべての事業所で協
力事業所の認定を受けていることを証
する書類 

  様式例１（消防保安課HPに様式あり）
 

P11,12

消防団員である事業
主・使用人が１人（も
しくは３人）以上いる
ことを証する書類  

消防団員が
事業主 

  様式例３（消防保安課HPに様式あり） P17,18

様式例３別紙 
（消防保安課HPに様式あり） P19

○以下からいずれか一点
・所得税の青色申告決算書の写し
・所得税及び復興特別所得税の申告書B第2表(控)の写し
※消防団員が事業主であることを確認できる箇所以外は
 黒塗り可

P24

消防団員が
使用人

 様式例２（消防保安課HPに様式あり） P14,15

 様式例２別紙
（消防保安課HPに様式あり） P16

事
業
専
従
者

で
は
な
い
場
合

従業員名簿の写し又は使用人名簿の写し(消防団員のみ) P22

雇用保険被保険者証の写し(消防団員のみ) P23

事
業
専
従
者
の
場
合

○以下からいずれか一点
・所得税の青色申告決算書の写し
・所得税及び復興特別所得税の申告書B第2表(控)の写し

  ・資格確認書の写し（消防団員のみ）ほか
※消防団員が専従従事者であることを確認できる箇所
   以外は黒塗り可

P25

事業所の他の使用人との均衡を失する
ことのないよう適切な配慮を加える旨
の規定が整備されていることを証する
書類 

労働協約、就業規則、労働契約その他使用人と使用者との
間の労働条件等について定められた書面等の写し

（消防保安課HPに参考様式あり）
P26

消防団員である常勤役員・使用人に係
る添付書類提出に関する本人同意書 

 個人情報提出についての同意書 
（消防保安課HPに参考様式あり） P28

8

〇個人と法人、消防団員の役職（事業主・使用人）で提出書類が異なります。

い
ず
れ
か
提
出



静岡県西部地域局

〇消防団活動協力事業所等に係る要件認定申請書
４．必要書類の準備

個人法人

💡Point
 ・様式は消防保安課HP内で公開されています
   https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html
  ⇒「6.資料・申請書様式」→「認定要件等について（別記様式要件認定申請書）」

・法人は代表者氏名も記載
・押印は不要

県内の事業所を
全て記載 現在有効な表示制度の認定日を記載※更新日を記載

(制度は２年更新)

通常は決算日の２か月後
（個人は記載不要）

個人は事業年度のみ記載

実際の提出日を記載

【記載例】（基準日が3/31の場合）
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静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

💡Point
 ・履歴事項全部証明書は、その他の証明書類も１枚で兼ねることができます。
   ⇒県内すべての事業所の名称等が確認できる書類【P13】
   ⇒消防団員が申請法人に所属している事を証明する書類【P20】
    ※消防団員が常勤役員の場合のみ提出

 ・履歴事項全部証明書は、基準日以降の日付で発行してください。

 ・履歴事項全部証明書は、原本（法務局が発行した書類そのもの）を提出してください。

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

○資本金又は出資金の額を確認できる書類 法人

以下のうち、いずれかの書類を提出してください。
 ・法人の履歴事項全部証明書
 ・定款の写し （要代表者印）
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静岡県西部地域局

○県内すべての事業所で協力事業所の認定を受けていることを証する書
類 （様式例１）

４．必要書類の準備

個人法人

💡Point
 ・様式例１は消防保安課HP内で公開されています
   https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html
   ⇒「6.資料・申請書様式」→「認定要件等について（様式例１～４）」
 
 ・基準日以降、かつ当局に提出する前に、自治体で証明していただく必要があります

 ・複数の事業所が異なる市町で認定事業所の認定を受けている場合は、それぞれの市町に様
式例１を提出し、証明していただく必要があります

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

記載例は
次ページ

書類提出の流れ

申請者 所管市町

①様式例１の上段を
 記載・提出（基準日以降）

②様式例１の下段を
 記載・返却

静岡県西部地域局

③書類を西部
 地域局に提出
（申請期限まで）
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静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

【記載例】（基準日が3/31の場合）

申請は基準日以降

証明を受ける事業所を全て記載

自治体が記載・押印
（ここに押印されているものを西
部地域局に提出）

基準日を記載

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

不明な場合は、自治体に
お問い合わせください

○県内すべての事業所で協力事業所の認定を受けていることを証する書
類 （様式例１） 個人法人
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静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

💡Point
 ・履歴事項全部証明書は、その他の証明書類も１枚で兼ねることができます。
   ⇒資本金又は出資金の額を確認できる書類【P10】
   ⇒消防団員が申請法人に所属している事を証明する書類【P20】
    ※消防団員が常勤の場合のみ提出

 ・履歴事項全部証明書は、基準日以降の日付で発行してください。

 ・履歴事項全部証明書は、原本（法務局が発行した書類そのもの）を提出してください。
  コピーの提出は無効です。

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

○県内すべての事業所の名称等が確認できる書類  法人

以下のうち、いずれかの書類を提出してください。
 ・法人の履歴事項全部証明書
 ・事業概要書
 ・法人パンフレット 等  
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静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （様式例２）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・様式は消防保安課HP内で公開されています
   https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html
   ⇒「6.資料・申請書様式」→「認定要件等について（様式例１～４）」

 ・基準日以降、かつ当局に提出する前に、各自治体で証明していただく必要があります

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

記載例
次ページ

消防団員が事業主以外個人法人

書類提出の流れ

申請者 所管市町

①様式例２の上段を
 記載・提出（基準日以降）

②様式例２の下段を
 記載・返却
 様式例２別紙を発行

静岡県西部地域局

③書類を西部地域局に       
提出(申請期限まで）
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静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

【記載例】（基準日が3/31の場合）

申請は基準日以降

証明を受ける消防団員を全て記載

自治体が記載・押印
（ここに押印されているものを
西部地域局に提出）

基準日を記載

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （様式例２） 個人法人 消防団員が事業主以外

15

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

基準日を記載



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （様式例２・別紙）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・様式例２を提出後、自治体が発行しますので、そのまま当局に提出してください

【記載例】（基準日が3/31の場合）

基準日から遡って１年間
の実績であることを確認

自治体が発行します

個人法人 消防団員が事業主以外

16
💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （様式例３）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・様式は消防保安課HP内で公開されています
   https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html
   ⇒「6.資料・申請書様式」→「認定要件等について（様式例１～４）」

 ・基準日以降、かつ当局に提出する前に、各自治体で証明していただく必要があります

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

記載例
次ページ

消防団員が事業主個人法人

書類提出の流れ

申請者 所管市町

①様式例３の上段を
 記載・提出（基準日以降）

②様式例３の下段を
 記載・返却
 様式例３別紙を発行

静岡県西部地域局

③書類を西部
 地域局に提出
（申請期限まで）
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静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

【記載例】（基準日が3/31の場合）

申請は基準日以降

自治体が記載・押印
（ここが押印されているもの
を西部地域局に提出）

基準日を記載

基準日を記載

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （様式例３） 消防団員が事業主個人法人

18
💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

代表者印



静岡県西部地域局
４．必要書類の準備

💡Point
 ・様式例３を自治体に提出後、自治体が発行します。受領したものをそのまま当局に提出し

てください

【記載例】（基準日が3/31の場合）

基準日から遡って１年間
の実績であることを確認

自治体が発行します

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （様式例３・別紙） 消防団員が事業主個人法人

19
💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （履歴事項全部証明書）

４．必要書類の準備

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

消防団員が常勤役員法人

💡Point
 ・履歴事項全部証明書は、その他の証明書類も１枚で兼ねることができます。
   ⇒資本金又は出資金の額を確認できる書類【P10】
   ⇒県内すべての事業所の名称等が確認できる書類【P13】

 ・履歴事項全部証明書は、基準日以降の日付で発行してください。

 ・履歴事項全部証明書は、原本（法務局が発行した書類そのもの）を提出してください。
  コピーの提出は無効です。

20



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （資格確認書の写しほか）

４．必要書類の準備

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

消防団員が常勤役員法人

💡Point
 ・ いすれの書類を提出する場合も、基準日以降の日付で原本証明をしてください。
 ・消防団員が常勤役員であることを確認できる箇所以外は黒塗り可です

以下のうち、いずれかの書類を提出してください。
 ・法人取締役会議事録の写し(常勤役員選任が確認できるもの)
 ・役員報酬の支給が確認できる書類の写し
 ・資格確認書の写し（当該常勤役員分のみ）
 ・健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（当該常勤役員分のみ）
 ・健康保険・厚生年金被保険者 資格取得確認及び標準報酬決定通知書の写し（当該該当役
  員分のみ）
 ・事業所別被保険者台帳決定通知書の写し（当該常勤役員のみ）

【記載例】（資格確認書の写しの場合）

この資格確認書の写しは、原本と相違ないことを証明します。
令和〇年〇月〇日
株式会社▲▲▲▲

代表取締役　地域　太郎
代表
社印

余白に原本証明を記載
（証明日は基準日以降）

21



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （従業員名簿の写し又は使用人名簿の写し）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・申請者が普段から使用している従業員名簿・使用人名簿の写しを提出してください。

 ・消防団員以外の部分は全て黒塗りにするか、印刷する際に白抜き等にしてください。

 ・基準日以降の日付で、原本証明を付記してください。

💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日

消防団員が使用人法人

【記載例】

令和〇年 
〇月時点

株式会社▲▲▲▲　従業員名簿

氏名 住所 入社年月日

     

     

     

地域　花子 静岡県●●市○○ 令和〇年〇月〇日

     

     

     

代表
社印

消防団員以外は黒塗りもしくは削除

22

この従業員名簿の写しは、原本と相違ないことを証明します。
令和〇年〇月〇日
株式会社▲▲▲▲

代表取締役　地域　太郎
余白に原本証明を記載

（証明日は基準日以降）



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （雇用保険被保険者証の写し）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・消防団員である従業員の雇用保険被保険者証の写し、または雇用保険被保険者
  資格取得等確認通知書/照会票の写しを提出してください。

 ・基準日以降の日付で、原本証明を付記してください。

 ・雇用保険に入れない場合、以下のいずれか（消防団員のみ）を提出してください。
  ・資格確認書の写し
  ・健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（当該常勤役員分のみ）
  ・健康保険・厚生年金被保険者 資格取得確認及び標準報酬決定通知書の写し
  ・事業所別被保険者台帳決定通知書の写し

消防団員が使用人法人

【記載例】

この雇用保険被保険者証の写しは、原本と相違ないことを証明します。
令和〇年〇月〇日
株式会社▲▲▲▲

代表取締役　地域　太郎 代表
者印

余白に原本証明を記載
（証明日は基準日以降）
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💡基準日
 法人⇒各事業年度の終了日（決算日）
 個人⇒12月31日



静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （確定申告書等）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・消防団員が事業主であることを確認できる箇所以外は黒塗り可です。

消防団員が事業主個人

以下のうち、いずれかの書類を提出してください。
 ・所得税の青色申告決算書の写し
 ・所得税及び復興特別所得税の申告書B第2表(控)の写し

静岡県●●市・・・

地域　花子

消防団員が事業主であることを
確認できる箇所以外は黒塗り可
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静岡県西部地域局

○消防団員である事業主・使用人が１人（もしくは３人）以上いること
を証する書類 （青色申告決算書他）

４．必要書類の準備

💡Point
 ・消防団員が個人事業の事業専従者であることを確認できる箇所以外は黒塗り可です。
 ・保険者証の写しを提出する場合は、基準日以降の日付で原本証明を付記してください。

消防団員が個人事業の専業従事者個人

以下のうち、いずれかの書類を提出してください。
 ・所得税の青色申告決算書の写し
 ・所得税及び復興特別所得税の申告書B第2表(控)の写し
   ・資格確認書の写し（消防団員のみ）
 ・健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し（当該常勤役員分のみ）
 ・健康保険・厚生年金被保険者 資格取得確認及び標準報酬決定通知書の写し（消防団員
  のみ）
 ・事業所別被保険者台帳決定通知書の写し（消防団員のみ）

静岡県●●市・・・

地域　花子

地域　太郎 夫 〇　　〇　〇
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消防団員が事業専従者であることを
確認できる箇所以外は黒塗り可



静岡県西部地域局

〇労働協約、就業規則、労働契約その他使用人と使用者との間の労働条
件等について定められた書面等の写し

４．必要書類の準備

個人法人

💡Point
 ・具体的な就業規則の内容として、以下について盛り込まれていることが必要です。

 ・就業規則の労働基準監督署への届出の有無は問いません。

 ・参考様式が消防保安課HP内で公開されています。
  https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html
  ⇒「6.資料・申請書様式」→「事務所又は事業所の他の使用人との均衡を失することのな

いよう適切な配慮を加える旨の規定が整備されていることを証する書類（例）」

 ・基準日以降の日付で、原本証明を付記してください。

 ・就業規則が複数ページにまたがる場合は、以下のページのみ提出してください。
   〇上記、消防団員に関する条項が記載されているページ
   〇就業規則の制定日が記載されているページ

 ・事業所ごとに就業規則を定めている場合は、全ての事業所の規則を提出してください。

〇消防団員である従業員に対し給与及び昇進にかかる不利益な取り扱いをしないこと。

〇勤務時間中の消防団活動への従事に対しては、年次有給休暇取得の強制や給与の減額を
行わないこと。

26

記載例
次ページ



静岡県西部地域局

〇労働協約、就業規則、労働契約その他使用人と使用者との間の労働条
件等について定められた書面等の写し

４．必要書類の準備

個人法人

💡Point
 ・あくまで参考様式であり、各事業者が就業規則として定めているものがあれば、そちらを

提出いただければ本様式の提出は不要です。
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【参考様式】（基準日が3/31の法人の場合）

基準日以前の日付
基準日以前の日付

基準日以降の日付

事業者名を記載



静岡県西部地域局

〇消防団員である常勤役員・使用人に係る添付書類提出に関する本人同
意書（様式例４） 

４．必要書類の準備

個人法人

💡Point
 ・様式は消防保安課HP内で公開されています
  https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/shobo/shobohonbu/1040351/1030273.html
   ⇒「6.資料・申請書様式」→「認定要件等について（様式例１～４）」
 
 ・申請者本人が事業主である場合は、提出不要です。

 ・出資金の額が１億円を超える特別法人にあっては、３人分を作成してください。

【記載例】（法人、消防団員が藤枝市在住の場合）

私印

事業者名を記載

株式会社▲▲▲▲
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静岡県西部地域局

５．書類の提出

💡Point
 ・書類は郵送でも窓口持参でも受け付けています。

 ・返送用封筒は不要です。

 ・持参の場合の受付時間は、平日9:00～17:00です。

 ・郵送の場合は、提出期限必着です。

○必要な書類の準備が完了したら、以下まで提出してください。

★窓口
 静岡県西部地域局地域課
  住所:〒438-0086
     磐田市見付3599-4
  電話:0538-37-2209

★提出期限
 法人⇒事業税の申告期限の30日前まで
 個人⇒事業税の申告期限（＝確定申告期限）

29



静岡県西部地域局

６．認定通知書の送付

💡Point
 ・審査は、通常２週間程度かかります。
  ２週間待っても連絡が無い場合は、当局までお問合せください。

 ・認定通知書は普通郵便で発送します。

 ・認定通知書とあわせて、控除額の計算シートも参考送付します。

○書類を受理後、内容を審査します。
 認定された場合、認定通知書を郵送します。
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静岡県西部地域局

○法人と個人で、認定後の処理は異なります。

【法人】
 認定通知書に同封する計算シートを参考に控除金額を算出し、法人事業税の

申告時に控除後の金額で申告してください。

【個人】
 特段の手続きはありません。財務事務所で計算し、控除後の納税通知書を発

送します。

７．認定後の処理

💡Point
 ・認定後の処理については、静岡県税務課のHPに詳細が記載されています。
  https://www.pref.shizuoka.jp/kurashikankyo/zei/genmen/1011852.html
  こちらの「事業税の控除」欄にあるワードファイルを参考にしてください。

 ・事業税の申告について不明点がある場合は、所管の財務事務所にお問い合わせください。

 ・この手続きは毎年行う必要があります。
  次年度分も事業税の軽減措置を行いたい場合は、必ず翌年も申請してください。
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静岡県西部地域局

８．お問い合わせ先

〇申請手続きについてお困りの際は、お気軽に静岡県西部地域局までお問い合
わせください。

【お問い合わせ先】
  静岡県西部地域局地域課 消防団応援条例担当
   住所:〒438-0086
      磐田市見付3599-4
   電話:0538-37-2209
   FAX:0538-37-2764
   Mail:seibu-chiiki@pref.shizuoka.lg.jp

💡Point
 ・申請書類に不安がある場合は、メール・FAX等で事前に確認することも可能ですので、

お気軽にお問い合わせください。

 ・各市町が認定する「消防団協力事業所表示制度」については、所管する自治体の担当窓
口までお問合せください。

 ・認定後の申告については、所管する財務事務所までお問い合わせください。
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